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1．はじめに                       

労働災害(以下、労災)の死亡者数は、2008 年は 1268 人を数え、

1 日あたり 3.5 人が死亡している。労災保険は、労災による死亡

などに対する必要な補償給付を目的とする、国の制度である。 

しかし、現保険制度の下では、遺族が得られなくなった収入の

一部は補填できていても、労働者にとって死ぬことがどれだけ嫌

かという死亡の被害は、十分に救済できていない恐れがある。 

たとえ保険が死亡の被害を補償できていなくても、労働者が

その分死亡リスクの高い仕事を嫌い、所得の差や労災リスクを

考慮して最適な仕事を選択できるならば、リスクの高い仕事で

は高い所得を受け取れる(Viscusi et.al, 2003)ため、事前には問題

が生じない。しかしその場合、死亡した特定の人だけに大きな

損害が集中するという、事後の所得分配上の問題がある。つま

り、事後的には、労災に遭わなかった人は高所得の利益を得る

が、労災に遭った人は、受けていた高所得を上回る被害を受け

る。このため、十分な保険の補償がモラルハザードの問題を起

こす可能性はあるが、労災保険によって、事後的な所得分配の

不公平の問題を解消することが重要な論点となる。 

保険の補償が十分かを検証した研究はなく、政府でも議論が

乏しい。そこで本研究では、ヘドニック賃金関数を推定し、労

災による死亡リスクが労働所得に与える影響をみることで、保

険の補償が死亡の被害を十分に補償できているか、不十分なら

ばどの程度不足しているのかを、検証する。その上で、労災保

険制度の在り方を考察する。 

 

2． 労働災害による死亡リスクが労働所得に与える影響の推定                         

2.1．先行研究と本研究の特徴 

 諸外国では、数多くの研究が、死亡リスクが高い仕事は所得が高

いという結果を得ている(Viscusi et.al, 2003)。一方、日本では、この

影響を推定した例がほとんどない。個票データを用いた唯一の例で

ある宮里(2008)は、同様の推定結果を得ているが、産業別の死亡リス

クを用いており、企業規模でもそれが異なることを考慮していない。 

 そこで、本研究では、企業規模別でも死亡リスクが異なる

ことを考慮する。さらに、1 年あたりの死亡リスクは先行研

究で一般に使われている変数であるが、その問題点を指摘し、

期待余命の減尐を死亡リスクの変数として用いた推定も行う。 

2.2．モデルとデータ 

 以下では、最小二乗法(OLS)を用いて、ヘドニック賃金関数を推

定し、労災による死亡リスクが労働所得に与える影響をみる。 

 本研究では、ヘドニック賃金関数を以下のように定式化する。 

iiiii uw  Xβqβpβ 3210                         (1) 

iw ：年収 (または年収の対数) 

ip ：労災による死亡リスクの変数 

iq ：労災による傷害リスクの変数 

iX ：個人や仕事の属性     iu ：誤差項        ( i ：労働者) 

サンプルには、「日本版 General Social Surveys（JGSS）」の

2006 年の個票データを用いる。 

被説明変数の年収は、個票データではカテゴリーデータで

あるため、各カテゴリーの中央値を用いる。 

労災リスクの変数( ip , iq )は、労働者の主観的な労災リス

クが観察不能なため、産業・企業規模ごとの労災状況のデー

タから計算する。 

労災リスクのデータには、「労働災害動向調査」の産業・企業規

模ごとの度数率を用いる。度数率は、一定労働時間あたりの労災の

リスクを表す。死亡リスク ip には死亡の度数率を、傷害リスク iq に

は労働不能の度数率を用いる。ある年に偶然多くの労災が発生して

いた場合の歪みを小さくするために2004年と2005年で平均を取る。 

死亡リスク ip の代理変数は、後に述べる 2 種類を用いる。

傷害リスク iq の代理変数は、死亡リスクと同様に定義する、

1 年あたり傷害リスクを用いる。 

 個人や仕事の属性 iX には、個人の属性(年間就業時間、職

場での勤続年数、女性ダミー、年齢、年齢の二乗、学歴ダミ

ー(高卒・短大高専卒・大卒))、仕事の属性（企業規模、職種

ダミー(196 分類)、就労形態ダミー(4 分類)）、地域による労働

条件の違い(都道府県ダミー)を用いる。 

 死亡リスクの変数が異なるモデル 1 とモデル 2 を考える。 

(モデル 1：1 年あたり死亡リスク(時間あたりの確率)) 

 1 年あたり死亡リスクは、次の式により定義する。 

1年あたり死亡リスク＝1時間あたり死亡リスク×年間就労時間数 

 1 単位の死亡リスクの増加が年収に与える影響が非線形で

ある可能性を考慮するため、死亡リスクの二乗も用いる。次

の仮説の下、分析を行う。 

・労働者は、1 年間で労災により死亡するリスクと、年収と

を考慮して、仕事(所得とリスクの組み合わせ)を選ぶ。 

 ただし、モデル 1 は、若いほど 1 年あたり死亡リスクが重く感

じられる可能性を無視している。すなわち、若い世代は、生きら

れるはずだった時間を多く失うため、死亡リスクが重く感じられ

る。また、人はいつか死ぬわけだから、死ぬ確率の違いよりも、

それと関連する余命の期待値の減尐でリスクを測った方がより適

切な指標であると考えられる。これらの理由から、モデル 2 では

死亡リスクの変数として、従来の先行研究で使われている死亡リ

スクの代わりに、期待余命の減尐という変数を用いて分析する。 

(モデル 2：期待余命の減尐(年)) 

 期待余命の減尐は、労働者が定年(60 歳)まで現在と同じ労

災による死亡リスクに直面するとしたら、余命の期待値が何

年減るかを表す。厚生労働省の生命表諸関数の定義を参考に、

次の式により定義する。 

 

 

p は 1 年あたり死亡リスクを表す。ただし、以下では、労働

者は、定年の 60 歳まで同じ 1 年あたり死亡リスクに直面する

と予想していると仮定して期待余命の減尐を計算する。 

2.3．各モデルの推定結果 

(モデル 1 の推定結果) 

 モデル1の主要な推定結果を表1に示す。Breusch-Pagan検定より、

不分散均一が示されたため、Whiteの標準誤差で仮説検定を行った。 

表 1 モデル 1 の主要な推定結果 (サンプルサイズ：211) 

 年収(万円) 年収の対数 

1 年あたりの死亡リスク 2235708** 3438(*) 

1 年あたりの死亡リスクの二乗 -7.63×109** -1.23×107 

**：5％有意 （両側検定） (*)：10％有意 （片側検定） 

 

 

 

 

※ iX の変数は、全て先行研究と整合的な符号を示した。 

  被説明変数を年収とした場合の結果から、1 年あたりの死亡

リスクが上がると年収が上がり、その上がり方は逓減するとい

える。平均的な死亡リスク(10 万人中 1.36 人)に直面する労働者

は、死亡リスクが 0 の労働者と比べて、29 万円(平均年収の 7%)

高い年収を得ていると解釈できる。なお、被説明変数を年収の

対数とした推定も行い、10％水準片側検定で 1 年あたり死亡リ

スクが上がると年収が上がるといえる。 
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 1 年あたり死亡リスクが大きいと年収が高くなるという、

諸外国の先行研究と同様の結果が得られた。 

(モデル 2 の推定結果)  

 モデル2の主要な推定結果を表2に示す。モデル1と同様に不均

一分散が確認されたため、Whiteの標準誤差で仮説検定を行った。 

表 2 モデル 2 の推定結果 (サンプルサイズ：195) 

 年収(万円) 年収の対数  

期待余命の減尐     1158.5(*) 1.71  

 (*)：10％有意 （片側検定） 

 被説明変数を年収とした場合、期待余命の減尐の係数は 10％

水準で有意に正である。平均的な労働者(41 歳、 p =1.36/10 万)

は、(2)式から求められる期待余命の減尐(2.86×10-3(年))に直面

し、死亡リスクが 0 の労働者と比べて、3 万円(平均年収の 1%)

高い年収を得ていると解釈できる。同様に、25 歳の労働者は

10.5 万円、50 歳の労働者は 1 万円高い年収を得ている。期待余

命の減尐の二乗も用いた推定も行ったが、一次の項も二次の項

も有意にならなかった。なお、被説明変数を年収の対数とした

場合は、期待余命の減尐の係数は、正だが有意にならなかった。 

2.4．推定結果のまとめ 

 以上の推定結果から、労災による死亡リスクが高くなる、

あるいは、期待余命が短くなると、労働所得が高くなるとい

える。このことは、労災保険が、労災による死亡の被害を十

分に補償していないことを意味する。もし十分に補償してい

たなら、所得は労災による死亡リスクを反映しないからであ

る。したがって、現保険制度が死亡の被害を十分に救済でき

ておらず、救済できなかった分の被害を、労働市場が所得上

昇という形で補う役割を果たしているといえる。 

 

3．推定結果の解釈と議論                 

3.1．VSL 推定の背景 

死亡リスクを削減する政策(e.g.有害物質の規制)の妥当性を

みるとき、統計的生命価値(Value of Statistical Life: VSL)を用い

て、死亡リスク削減の便益を定量的に求め、政策の費用と比較

することが有用である。VSL は、確率的に不特定の 1 人の命を

救う価値を表し、救命人数を掛けて政策の便益を求められる。 

以下では、本研究の推定結果を用い、また、保険による補償を

考慮した上で、日本の労働者全体のVSL の推定を試みる。 

3.2．VSL の推定 

先行研究との比較のために、被説明変数に年収を取った場合のモデ

ル1の結果を用いる。VSLは、死亡リスク削減に対する支払意思額

(Willing to Pay: WTP)を死亡リスク削減量で割って得られる。推定結果

より、平均的な死亡リスクでの1年あたり死亡リスクを微小量 p 削

減することに対する所得上昇額は、約202.8億円× p である。 

平成 18 年度「労働者災害補償保険事業年報」の保険給付支払

額を受給者数で割って主観的割引率を 3％～5％として計算する

と、保険の補償の現在価値は 2600 万円～3000 万円である。よっ

て、これを足すと、保険による補償を考慮した「真のVSL」は

203.1 億円と求められる。 

 先行研究で同様の手法で計算された VSL より、かなり大き

な数値となった。VSL の推定値は、米国では 500 万ドル～1200

万ドル、英国では 9.4 万ドル～6940 万ドルに概ね収まる。推

定値が大きい背景には、データと実態の乖離の問題がある。 

3.3．データと実態の乖離の補正 

 乖離の第一の理由は、データの集計から漏れる労災による死

亡の存在である。「労働災害動向調査」は調査対象期間後 2 週

間以降に死亡と認定された場合を把握していない。平成 20 年

の「労働災害発生状況」から見た死亡災害発生件数(1268 人)が

「労働災害補償保険事業年報」の葬祭料受給者数(3703 人)の 4

割未満であることから、「労働災害動向調査」のデータは実態

の 4 割以下だと考えられる。 

第二の理由は、国に認定されなかった死亡事故の存在であ

る。「過労死」等事案の死亡の認定率(平成 20 年で 50.5％)か

ら、労災の認定率は 50％～100％程度だと考えられる。 

 データは実態の死亡リスクの2割～4割のみ反映しており、実際の死

亡リスクは、データの2.5倍～5倍程度高いものと考えられる。このた

め、労働者がリスクの実態を正確に認知していたとすると、死亡リス

クの係数は2.5倍～5倍過大推定されている可能性がある。 

 過大推定分を補正すると、「真の VSL」は、米国や英国の推

定結果よりある程度大きい、40.6 億円～81.2 億円となった。 

宮里(2008)の推定した VSL(2.17 億円～2.64 億円)は、本研究

と同様に「労働災害動向調査」のデータを用いているため、過

大推定分を補正すると、0.43 億円～1.06 億円となった。宮里

(2008)の推定結果は、他国のものと比較して小さい。宮里(2008)

は、小規模事業所のみのデータを用いて分析したことが影響し

て、過小な推定結果になったのではないかと推察される。 

3.4．労災保険で補償されない死亡の被害額の推定 

以下では、保険で補償されない死亡の被害額、すなわち労災保

険の不足額について考えよう。そのためには、死亡リスクがある

仕事とない仕事の年収の差から、死ぬか死なないかが分からなく

なることへのリスクプレミアムを除く必要がある。Brookshire et.al 

(1985)を参考に、被説明変数に年収を取った場合のモデル 1 の結

果を用いて計算する。 

 労働者は、確率 p で労災で死亡する仕事か死亡リスクのない

仕事に対して、期待効用を最大化するよう仕事を選ぶ。被害

額 d に関する労働者の最適選択から、2 つの仕事との年収の

差 w が決まると考えられるため、次の式を導ける。 

 

 

Ud’/U’：限界効用の比（確実に死亡する時／死亡しない時） 

 p は、サンプルの死亡リスクの平均値をおく。Ud’/U’は、労働

者がリスク中立的な場合の 1 を下限とし、森平・神谷(2005)から

相対的リスク回避度の上限 2.3 を取った場合の 3.3 を上限とする。 

 29w 、 51036.1 p 、Ud’/U’の最小値 1・最大値 3.3 を

用いて、(3)式より d を計算し、データと実態の乖離を補正

すると、12.9 億円～85.3 億円となる。死亡自体の被害額は、

保険の補償の現在価値を足すことで、13.2 億円～85.6 億円と

推定される。死亡自体の被害額は、「真の VSL」より、リスク

プレミアムの分だけ小さい。 

 

4．結論：労災保険の補償はどの程度不足しているか？       

 本研究では、保険が死亡の被害を十分に補償できているか

どうか、不十分ならばどの程度不足しているのかを検証した。

労災による死亡リスクが上がると、労働所得が上がる関係が

見られたため、労災による死亡への保険の補償は不十分であ

る。死亡の被害を十分に救済し、事後の所得分配の問題を解

消するためには、保険の補償金額は、現状が 2600 万円～3000

万円なのに対して、尐なくとも 12.9 億円、最大で 85.3 億円足

りず、尐なくとも 46 倍である必要がある。 

 なお、推定結果を用いて「真の VSL」を求めたところ、40.6

億円～81.2 億円と、欧米の先行研究より大きい値が得られた。

死亡自体の被害額は、13.2 億円～85.6 億円と推定された。 
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